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第 1 期  中 間 決 算 公 告 
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東京都千代田区大手町一丁目1番1号 

大手町パークビルディング 

シティバンク、エヌ・エイ東京支店 

日本における代表者  

アンソニー・ピー・デラ・ピエトラ・ジュニア 

 

 

  中間貸借対照表 （平成 29 年 9 月 30 日現在） 

 

（単位：百万円）

金　額 金　額

現金預け金 1,635,736 預金 1,385,245

買現先勘定 326,587 コールマネー 3,941

買入金銭債権 6,889 売現先勘定 157,686

特定取引資産 9,236 特定取引負債 2,521

有価証券 62,240 借用金 2

貸出金 271,028 外国為替 45,882

外国為替 37,924 その他負債 232,537

その他資産 241,200 未払法人税等 1,272

金融派生商品 231,956 金融派生商品 223,216

その他の資産 9,244 資産除去債務 4

有形固定資産 8 その他の負債 8,043

無形固定資産 39 賞与引当金 725

支払承諾見返 165,776 繰延税金負債 904

貸倒引当金 △ 891 支払承諾 165,776

本支店勘定 304,681 本支店勘定 1,058,310

負債の部合計 3,053,532

持込資本金 2,000

中間繰越利益剰余金 4,314

その他有価証券評価差額金 611

純資産の部合計 6,926

3,060,458 3,060,458

科　　目 科　　目

資産の部合計 負債及び純資産の部合計
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        中間損益計算書  
 

 
 

   

(単位：百万円）

経常収益 17,539
資金運用収益 8,552

（うち貸出金利息） 2,827
（うち有価証券利息配当金） 79

役務取引等収益 5,665
特定取引収益 3
その他業務収益 2,292
その他経常収益 1,026

経常費用 16,527
資金調達費用 4,494

（うち預金利息） 1,263
役務取引等費用 1,132
特定取引費用 18
その他業務費用 14
営業経費 10,175
その他経常費用 692

経常利益 1,012
特別損失 0
税引前中間純利益 1,011
法人税、住民税及び事業税 960
法人税等調整額 △ 636
法人税等合計 324
中間純利益 687

科　　目 金　　額

 

 平成 29 年 4 月 1 日から

平成 29 年 9 月 30 日まで
（ ） 
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

重要な会計方針 
1. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用

して利益を得る等の目的（以下、「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中

間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を中間損益計

算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日の時価により、

スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決算日において決済したものとみなした額により

行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等

については前期末と当中間期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当中間期末にお

けるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

2. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時

価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。なお、その他有価証券の評価差額に

ついては、全部純資産直入法により処理しております。 

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

4. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

有形固定資産は、定率法並びに平成28年4月1日以後に取得した建物付属設備及び構築物については

定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物 10 年～15 年 

その他  3 年～20 年 

(2) 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内にお

ける利用可能期間（5 年）に基づいて償却しております。 

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

6. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本

公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す

る債権については、内部格付に対応した予想貸倒損失率に基づき引き当てております。破綻懸念先債権

に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権に

ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上し

ております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査

定を行い、その査定結果により上記の引当を行っております。 

(2) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当

中間期に帰属する額を計上しております。 

7. ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引のうち、特例処理の適用要件を満たすものについては、金利スワップの特例処理を適用し

ており、ヘッジの有効性の評価については、特例処理の要件の判定をもって有効性の判定に代えております。 

8. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

1. 現先取引により受入れている有価証券及びデリバティブ取引の担保として受入れている有価証券のうち、売

却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、再担保に差し入れている有価証券

は 237,184 百万円、当中間期末に当該処分をせずに所有しているものは 166,202 百万円であります。 

2. 貸出金のうち、破綻先債権額はございません。延滞債権額は 458 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ

た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第

96 条第１項第 3 号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4 号に規定する事由が生じている貸出金であ

ります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

3. 貸出金のうち、3 カ月以上延滞債権額は 2,592 百万円であります。 

なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から 3 カ月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

4. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はございません。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び 3 カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

5. 破綻先債権額、延滞債権額、3 カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 3,050 百万円で

あります。 

なお、上記 2．から 5．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

6. 手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由

に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は 33,056 百万円であります。 

7. 為替決済等の取引の担保として、有価証券 58,340 百万円を差し入れております。また、その他の保証金は 

5,933 百万円であります。 

8. 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規

定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。こ

れらの契約に係る融資未実行残高は、255,502 百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のもの

が 222,898 百万円であります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢

の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契

約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不

動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況

等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

9. 有形固定資産の減価償却累計額 1 百万円 

 

（損益計算書関係） 

本部経費負担額は、以下のとおりであります。 

(1) 直接経費（派遣職員給与等） 113 百万円 

(2) 間接経費割当額 792 百万円 
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（金融商品関係） 

金融商品の時価等に関する事項 

平成29年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

中間貸借対照表計上額 時価 差額

（1） 現金預け金 1,635,736 1,635,736 -

（2） 買現先勘定 326,587 327,251 663

（3） 買入金銭債権　（*1） 6,889 6,889 -

（4） 特定取引資産

売買目的有価証券 6,728 6,728 -

（5） 有価証券

その他有価証券 62,240 62,240 -

（6） 貸出金 271,028

　　貸倒引当金　（*1） △ 752

270,275 271,660 1,385

（7） 外国為替　（*1） 37,924 37,924 -

（8） 本支店勘定 304,681 305,157 475

資産計 2,651,063 2,653,588 2,524

（1） 預金 1,385,245 1,385,245 0

（2） コールマネー 3,941 3,941 -

（3） 売現先勘定 157,686 157,686 -

（4） 借用金 2 2 -

（5） 外国為替 45,882 45,882 -

（6） 本支店勘定 1,058,310 1,057,722 △ 587

負債計 2,651,068 2,650,480 △ 587

デリバティブ取引　（*2）

ヘッジ会計が適用されていないもの 8,727 8,727 -

デリバティブ取引計 8,727 8,727 -

その他 契約額等 時価

当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約　（*3） 255,502 △ 916  
 

(*1) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、買入金銭債権、外国為

替につきましては重要性が乏しいため、貸借対照表計上額から直接減額しております。 

(*2) 特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して計上しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、△で表示しております。 

(*3) 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約の「契約額等」は、これらの契約に係る融資未実行残高を記

載しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。満期のある預け金については、元利金の合計額を同様の新規預け金を行った場合に想定される適用

利率で割り引いた現在価値を算定しております。残存期間が短期間（一年以内）のものは、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) 買現先勘定 

残存期間が一年超のものについては、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される適用

利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

残存期間が短期間（一年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価とし

ております。 
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(3) 買入金銭債権 

残存期間が短期間（一年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価として

おります。  

(4) 特定取引資産 

特定取引目的で保有している債券等の有価証券については時価会計を適用しており、市場価格を基に算

定した価額をもって時価としております。 

(5) 有価証券 

その他の目的で保有している債券等の有価証券については時価会計を適用しており、市場価格を基に算

定した価額をもって時価としております。 

(6) 貸出金 

貸出金のうち、返済期限を設けていない貸出金については、返済見込み期間及び金利条件等から、時価

は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としております。 

返済期限のある貸出金のうち残存期間が短期間（一年以内）のものについては、時価は帳簿価額と近似し

ていることから当該帳簿価額を時価としております。 

残存期間が長期間（一年超）のものについては、個別案件毎に元利金の合計額を同様の新規貸出を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額

等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表上の債権等計上額から

貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

(7) 外国為替 

外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）、外国為替関連の短期貸付金（外国他店貸）、

輸出手形等（買入外国為替）、輸入手形による手形貸付（取立外国為替）であります。これらは満期のない

預け金、又は約定期間が短期間（一年以内）であり、それぞれ時価は帳簿価額と近似していることから当該

帳簿価額を時価としております。 

(8) 本支店勘定 

満期のない本支店勘定については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。満期のある本支店勘定については、同様の新規取引を行った場合に想定される適用利率で割り

引いた現在価値を算定しております。残存期間が短期間（一年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額を時価としております。 

負 債 

(1) 預金 

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

また定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを無リスク利子率に決算日

における調達スプレッドを加味した利率により割り引いて現在価値を算定しております。なお残存期間が短

期間（6ヶ月以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) コールマネー 

コールマネーは、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を計上しております。 

(3) 売現先勘定 

残存期間が一年超のものについては、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定される適用

利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

残存期間が短期間（一年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価とし

ております。 

(4) 借用金 

借用金‐当座借越は、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を計上しております。 

(5) 外国為替 

外国為替のうち、他の銀行から受け入れた外貨預り金及び非居住者円預り金は満期のない預り金（外国他

店預り）であり、また、外国為替関連の短期借入金（外国他店借）は返済期限のない借入金です。これらの

時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としております。 

(6) 本支店勘定 

満期のない本支店勘定については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。満期のある本支店勘定については、同様の新規取引を行った場合に想定される適用利率で割り

引いた現在価値を算定しております。残存期間が短期間（一年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額を時価としております。 
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デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通貨関連取引（為替予

約、通貨オプション、通貨スワップ等）、債券関連取引（債券先物、債券先物オプション等）であり、取引所の

価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっております。ヘッジ会計が適

用されているものは、金利スワップの特例処理によるもので、ヘッジ対象とされている貸出金と一体として

処理されているため、その時価は当該貸出金の時価に含めて記載しております。 

その他 

当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約 

当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約については、残存期間が長期間（一年超）のものについて、

個別案件毎に契約上のコミットメント・フィーの将来キャッシュ・フローと同様の新規契約を行った場合に想

定される将来コミットメント・フィー等のキャッシュ・フローとの差額を割り引いて算定した現在価値を、時価と

しております。 
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（有価証券関係） 

その他有価証券（平成29年9月30日現在） 

 
種類 

中間貸借対照表

計上額（百万円）

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

債券 57,203 56,630 572

国債 53,303 53,010 293

社債 3,899 3,620 279

小計 57,203 56,630 572

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

債券 5,037 5,055 △18

国債 5,037 5,055 △18

小計 5,037 5,055 △18

合計 62,240 61,686 553

 

 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

   

繰延税金資産   

 未払費用 612 百万円

 固定資産 365  

 貸倒引当金 275  

 未経過手数料 243  

 その他有価証券 228  

 賞与引当金 224  

 未払事業税 132  

 その他有価証券評価差額 57  

 その他 138  

繰延税金資産合計 2,274  

繰延税金負債   

 負債調整勘定 3,178  

繰延税金負債合計 3,178  

繰延税金負債の純額 904 百万円

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 

 


